
 

 

平成 29 年(2017 年)10 月 18 日 

 

 

【自治労明石市水道労働組合への回答】 

 

 

 

                    

 

 

２０１７年全国現業・公企統一闘争統一要求について（回答） 

 

 

 みだしのことについて、次のとおり回答いたします。 

 

 本市水道事業では、昨年度末に、現状・将来分析・把握を行い、中長期的な更新需

要予測を行った「投資計画」と、財源構成とその実現可能性を検証した「財政計画」

を整合させた「水道事業経営戦略」を策定し、水道水を将来においても安全、安心、

安定かつ効率的に送り続けるための方策等について、取り組んでいるところである。 

しかしながら、本市水道事業を取り巻く経営環境は、収入については、水道使用者

の節水意識の高揚や節水型水使用機器の普及などによる水需要の減少傾向が続く一

方で、支出については、高度経済成長期以降に急速に整備された大量の水道施設の更

新時期を迎え、多額の更新費用が見込まれるなど、厳しさを増していくことが予想さ

れている。 

このため、長期的に安定した経営基盤を構築していくために、さらなる経営の効率

化が至上命題となっており、今後とも、貴水道労働組合とは十分な協議を重ね、でき

ることから着実な改善を図りたいと考えている。 

 

 

以上のことを踏まえ、各項目について、回答する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 労働協約締結及び権利確立について 

 (1) 施設の統廃合、新・増改築や機構改革、職場体制など全ての労働条件の変更

に関することは「事前協議」とし、その「事前協議協定」を締結すること。 

 

施設の統廃合等は、管理運営に属する事項である。 

    また、労働条件に関することは、従前から「事前協議に関する協定」に基づ

き事前協議を行なっているところである。 

 

 (2) 事前協議事項については組合と十分協議し、労使が合意に達するまでは一方

的に行わないこと。また合意事項については現業評議会がある場合は労働協約

を締結することとし、ない場合でも文書で確認すること。 

 

事前協議事項については、事案の目的についての十分な共通認識を図り、合意

に向け努力する考えである。 

また、交渉時の確認事項や合意事項については、昨年６月から協議のうえ、文

書確認を行っているところである。 

 

 (3) 身分保障やリスク管理等の十分な議論を行ったうえで、労使合意を前提に進

めること。 

 

管理運営事項を除いた労働条件に関することは、従来から貴組合と十分協議

を行い、労働協約の要件を満たした書面の取り交わしをしており、今後もこの

方針に変わりはない。 

 

 (4) 災害時における危機管理体制の確立に努めること。とくに職員の出動基準、

労働条件や被災地への派遣など労使合意を前提に進めること。 

 

危機管理に関する取組みとして、リーダー会議を設置し、「新型インフルエン

ザ対策危機管理計画」及び「明石市水道部危機管理計画」（以下「危機管理計画」

という。）を策定している。 

加えて、昨年度末には、危機管理計画を補完するものとして、「応急給水計画」

及び「事業継続計画（ＢＣＰ）」を策定したところである。 

危機管理体制については、引き続き、リーダー会議を活用し、災害時の人員

配置や各種計画の統合調整等について、より実態に即した計画となるよう検証

しながら、体制整備に努めていく考えである。 

また、被災地派遣については、被災地団体のニーズに合わせた支援体制に努

めるとともに、派遣職員の人選にあたっては、本人及び所属等の意向も十分に

踏まえながら、進めているところである。 

加えて、派遣にあたっては、旅費を含む勤務条件等について、派遣先との十



 

 

分な調整を行うとともに、複数名の同時派遣や連絡体制の強化など、メンタル

ヘルス面も考慮した環境整備に努めているところである。 

 

 (5) 地方公営企業等の労働関係に関する法律第 13 条に基づく、苦情処理共同調整

会議は必置義務であり、未設置の場合は早急に設置すること。 

 

    昭和４５年５月に、「明石市水道事業苦情処理共同調整会議に関する協約」を

貴組合と締結して以来、見直しを行っていなかったが、市長部局において、平

成２４年度、新たに「明石市技能労務職苦情処理共同調整会議」が設置された

ことに合わせ、内容を精査した結果、現行協約を改正し、平成２５年３月に再

締結している。 

 

 (6) 地公法第 57 条及び条例・規則で使用される「単純な労務に従事する職員」と

いう差別的言語・表現をただちに廃止するとともに、呼称変更を県、国へ上申

すること。 

 

       水道事業体独自で回答できる事項ではない。 

 

２ 直営堅持及び人員確保について 

 (1) 自治体責任による質の高い公共サービスを実施し、現業職員の技術力やノウ

ハウを継承していくためにも、正規職員の退職・欠員については、臨時・非常

勤職員ではなく、新規採用による正規職員で完全補充すること。 

 

    退職者の補充については、原則、正規職員で補充することを第一に、再任用

職員、任期付職員などの活用や、直営で行うべき業務と民間委託を推進すべき

業務を精査するなど、現有の業務体制に支障が生じないよう、職員の適正配置

に努める考えである。 

 

(2) 自治体業務の外部委託（指定管理者制度・ＰＦＩ・市場化テスト・包括的第

三者委託）、事業の民営化、地方独立行政法人化、給食センター化・公社化・広

域化・一部事務組合化等の拡大を行わず、直営で公的責任を果たすこと。 

   

包括的第三者委託等水道事業の運営諸形態については、他事業体の動きを注 

視しつつ、利用者サービスの向上、業務効率の向上並びにコスト削減効果につい

て十分な研究を行っていく考えである。 

また、業務委託については、経費削減のみを目的とするものではなく、利用者

サービスの向上を図るという観点を踏まえながら、直営で行う業務と民間活力を

活用する業務を選別する必要があると考えている。 

 



 

 

(3) 自然災害も含めて緊急出動が必要な業務などについては、危機管理の一環と

して直営による体制を確立すること。また、夜間・休日などについて職員が拘束

されることから緊急呼び出し手当など諸条件の改善により勤務体制を確立する

こと。 

 

     災害等発生時については、「明石市水道部危機管理計画」等に基づき、直営で

の体制整備に努めるとともに、平時の、夜間・休日の緊急修繕業務については、

委託契約に基づき業者が対応しており、直営で緊急修繕に対応するためには、宿

日直が必要となることから、直営体制に戻すことは考えていない。 

また、緊急呼び出しに対する緊急出勤手当を含めた特殊勤務手当については市

長部局において類似する業務に対する支給状況を踏まえ、平成２６年６月末日を

もって廃止したところである。 

なお、今年度から、明石川浄水場における平日夜間・休日時の軽故障時以外の

緊急時対応についても委託化し、職員のさらなる負担軽減に努めている。 

 

 (4) 偽装請負など法に抵触する委託や、常用的な業務に対するシルバー人材セン

ター委託については是正すること。 

 

   法令遵守の認識のもと、適正な委託業務の実施に努めているところである。 

 

 (5) 再任用制度については義務化とし、運用を速やかに行うこと。制度運用にあ

たっては、希望者全員の雇用確保、定数のあり方、賃金・労働条件、職種・業

務内容などについて労使協議を行い合意に基づき実施すること。 

 

    再任用制度については、全市的な事案として協議を進めていきたいと考えて

いる。 

 

 (6) 労使合意のない一方的な任用替えは行わないこと。 

 

       任用替えを実施する場合は、労使協議を行う必要があると考えている。 

 

３ 現業差別賃金等の撤廃と改善について 

  

  水道事業体独自で回答できる事項ではない。 

 

４ 労働安全衛生について 

(1) 労働基準法・労働安全衛生法、その他関係法に違反する職場実態をただちにな

くすこと。 

 



 

 

     違法な状態があれば、ただちに改善することは当然であると考えている。 

 

(2) すべての事業場に安全衛生委員会を設置し、月１回の安全衛生委員会の開催

や産業医の職場巡視など法令遵守に努め労働安全衛生体制の整備・充実をはか

ること。50 人未満の事業場などで委員会設置が困難な場合は労使対等で運営す

る「安全衛生協議会」を設置すること。 

 

労働安全衛生法に基づき、水道部安全衛生委員会を設置し、月 1 回の安全衛生

委員会を開催するとともに、産業医による職場巡視を行うなど、法令遵守に努め

ているところである。 

 

(3) 事業主としての安全配慮義務を明確にし、公務中の死亡など不幸な事故が再

び起きないようにするとともに、過重労働の解消など安全衛生に向けての具体

的対策を行うこと。 

   

公務上の事故については、その発生を未然に防ぐために、安全衛生委員会にお

いて、職場巡視などを行い、事故防止に努めているところである。 

また、平成２６年度には外部機関の職場環境改善アドバイザーによる職場巡視

を実施し、さらに、平成２７年度からは、公用車事故防止に向けた取組みとして、

「運転適性診断」を実施するなど、さらなる安全衛生対策に努めているところで

ある。 

 

(4) 特定職場に多い、酸欠・硫化水素中毒事故の発生防止の対策を講じること。 

 

     上記については、必要な職員に対し、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技

能講習を受講させ、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者として職場に配置する

ことにより、事故防止を図っている。 

 

(5) 職場のアスベスト使用状況、対策状況を明らかにし、アスベストに対する健

康対策を行うとともに、在職者のみならず退職者も含め特別健康診断の対象と

すること。 

   

平成１９年度から健康診断において全職員に胸部エックス線の直接撮影を行

っており、退職者についても、石綿管の切断作業等に従事した者及びアスベスト

が使用されていた施設に勤務したことのある者で、希望する者について、職員と

同じ検査を実施している。 

 

 

 



 

 

５ 臨時職員等の労働条件改善について 

６ 職場ごとの諸要求について 

 

  水道事業独自で回答できる事項ではない。 

 

７ 公営企業（上下水道）職場の諸要求について 

 ① 上下水道職場では人員削減が続き、くわえて短期間で市長部局との人事異動な

どによって事業体として必要な知識経験の蓄積が困難な実態にあります。水道法

ならびに下水道法に基づく工事等の監督員資格を有する職員の配置はもとより、

企業会計に精通した職員の配置を行うこと。そのためにも将来に向けた事業のあ

り方を明確にし、事業計画に見合った人材育成を行うこと。 

 

   監督員等の資格を取得するには、一定期間の従事年数が必要であることから、

人事異動の期間については、考慮する必要があると考えており、引き続き、資格

年限を考慮した人員配置に努める考えである。 

   また、企業会計制度については水道事業に従事するすべての職員が習得すべき

ものであるため、部内研修や外部研修を活用し、職員の知識向上を図りたいと考

えている。 

   なお、本市水道事業の今後のあり方については、将来にわたり安全・安心な水

を安定かつ効率的に供給し続けるため、昨年度末に「明石市水道事業経営戦略」

及び、その実行計画である「明石市水道事業中期経営計画」を策定したところで

あり、これらの計画等に基づき、円滑な事業の推進に配慮しつつ、効率的かつ適

正な配置に努めていく考えである。 

 

② 下水道事業の企業会計全部適用への移行を行う場合は、定数条例見直しや労働

条件に関わる就業規則の作成、職員の身分変更など労働条件の変更伴うため必ず

労使交渉を行い、合意形成を図ること。また、企業会計移行は条例改正などの多

大な業務負担に留まらず、複式簿記や資産償却などの財務会計への習熟などが求

められるため、必要な人員配置を行うこと。 

 

上記については、当事業体に該当しないものである。 

 

③ 水道・下水道事業の水質検査については水質の安全確保と浄水運転管理の適正

化をはかるため、事業体として責任のもてる体制を確立すること。 

 

水質検査については、平成２２年度より民間委託を実施しているところである

が、検査制度と信頼性を確保するため、平成２６年度より、神戸市との業務連携

の一環として、職員の育成のため、神戸市が実施する分析業務に職員が参加する

など、広域的な連携を図り、事業体の責任において水質の安全性が確保できる体



 

 

制とする考えである。 

 

④ 委託業者の管理監督は市の責任であり、業務状況をしっかりチェックできるだ

けの人材確保は重要であることから、管理監督できるだけの技術継承を担保でき

る職場体制を確保すること。また、委託後の職場も労働安全衛生体制を確立する

必要があることから、受託業者の労働安全衛生活動での指摘事項のうち、事業体

が行う必要のある施設改善などについては予算措置を行い、改善すること。 

 

   民間活力の活用が拡大するに伴い、それらを管理監督できる体制の重要性は増

大してくると考える。職員数が漸減する中、人事異動等により業務に問題が生じ

ることのないように、マニュアル作りや職員の連携を強化し、能力向上を図る機

会の確保等により技術継承を行っていきたいと考えている。 

また、業者と締結する契約においては、関係法令を遵守した業務履行を求める

とともに、契約締結後も、受託業者との連絡調整を適宜行いながら、適正な業務

執行に努めているところである。 

 

⑤ ライフラインは住民の生活に不可欠なものであることから、耐震補強計画は根

幹的施設を優先的に実施することとし、特に労働者への安全配慮義務の観点から、

有人施設を最優先とすること。 

   また、東日本大震災の経験から、あらゆる災害に対する体制整備の確立と、現

行の災害対応マニュアルなどの再検証を行うとともに見直しについては労使で

協議する場を設置すること。 

 

耐震補強工事については、平成２３年度からの「明石市水道事業経営計画」に

基づき、配水場については、施工完了し、現在、浄水場などの耐震診断を進めて

いるところである。今後、耐震診断結果に基づき、必要に応じて耐震補強を進め

ていきたいと考えている。 

また、災害時の体制については、「新型インフルエンザ対策危機管理計画」及び

「明石市水道部危機管理計画」を策定し、随時、見直しを行うとともに、加えて、

昨年度には応急給水計画等を策定し、さらなる体制整備に努めているところであ

る。 

引き続き、実態に即したマニュアル整備に努め、災害に対する体制を整備する

考えである。 

 

⑥ 貯水槽水道については飲料水として適正な水であるように公的責任を果たすこ

と。 

    

貯水槽水道については、適正に管理されるよう、指導等に努めていく考えである。 

 



 

 

 ⑦ 経営形態の変更並びに公営企業職場における「広域化」、「官民連携」などの計

画については、労働条件の大幅な変更となることが予想されることから、計画立

案の段階から協議交渉を行うとともに、労使合意された事項は確認書を交わすこ

と。 

 

   本市水道事業のあり方や、経営戦略などの長期を見据えた計画については、適

宜、取組状況等を貴組合へ情報提供している。 

   また、民間委託については、直営ですべき業務と民間委託を推進すべき業務を

整理するなど業務を精査したうえで導入を図っているところである。 

なお、労働条件に関する事項については、今後も、貴組合と十分協議をしてい

く。 



 

 

【自治労明石市水道労働組合への回答】 

 

単組独自要求に対する回答 

（平成 29年 10 月 18 日） 

 

１  2018 年度（平成 30 年度）の水道部の体制について、協約を締結すること。 

 

（回答） 

平成３０年度体制については、今年度の体制について検証を行いながら、より効率

的な組織体制を検討していく考えである。 

なお、職員配置については、管理運営に属する事項であり協約の対象ではないが、

次年度体制の考え方については、説明すべき事項は十分説明していく考えである。 

 

２  退職者については、正規職員で補充をすること。 

 

（回答） 

職員配置等の業務執行体制については、事業者の責任において、業務内容を勘案し 

たうえで、業務量に応じた配置をしていく考えである。 

また、退職者の補充については、原則、正規職員で補充することを第一に、再任用 

職員、任期付職員などの活用や、直営で行うべき業務と民間委託をすべき業務を精査

するなど、現有の業務体制に支障が生じないよう、職員の適正配置に努める考えであ

る。 

 

３  技能労務職員の新規採用をすること。 

 

（回答） 

技能労務職については、原則として退職者不補充を方針として進めるが、現在、技 

能労務職を配置している職場については、職員が退職後も引き続き同じ職場でその技

術と経験を活用できるよう、再任用職員としての配置に努めていく考えである。 

また、現行の技能労務職が行っている業務については、将来的に民間委託を基本と 

し、業務に支障が生じることのないよう、配慮していく考えである。 

 

４  再任用制度について職場実態を精査し、検証する体制を確立すること。 

 

（回答） 

水道部にあっては、平成２２年度以降、業務内容等を精査しながら、適正な配置等 

に取り組んでいるところである。 



 

 

また、平成２５年度以降の定年退職者が再任用を希望する場合、無年金期間を含む 

年度は、原則、雇用するほか、職員の希望や職の必要性に応じて、フルタイム勤務で

の配置により、体制整備を図る考えである。 

５  正規職員に過度の負担がかからないよう、再任用職員・任期付職員との比率を考慮し

た人員配置をすること。 

 

（回答） 

 全庁的な取り組みとして、人員配置については業務内容や業務量の精査を行いなが 

ら、再任用職員及び任期付職員の活用に努めているところである。 

 引き続き、業務内容や円滑な事業の推進に配慮し、再任用職員及び任期付職員との 

比率を含め、効率的かつ適正な配置に努めていく考えである。 

 

６  下水道室の水道部との併任職員の人数とその職員の今年度の水道に関する業務内

容を示すこと。来年度以降も併任を継続するか、下水道室と協議し、その内容を明らか

にすること。 

 

（回答） 

 下水道室の水道部併任職員数は、１２名で、浄水課における浄水場及び配水場等の 

施設の新設工事及び改良工事の設計施工業務については、職員の育成と業務の効率化 

を図ることを目的とし、同種の業務を所管する下水道施設課職員を平成26年度より、 

下水道整備課職員を平成 28 年度より、水道部の併任職員として配置し、体制整備を 

図っているところである。 

 下水道室職員の水道部職員併任体制開始から３年が経過したため、現在、これまで 

の併任体制の検証と、今後の併任体制のあり方について、下水道室と協議を進めてい 

るところである。 

 

７  各課の職員構成（企業職・技能労務職・再任用職・任期付短時間勤務職等の人数、企

業職については年齢構成も）を示し、課題があれば解決する方法を示すこと。 

 

（回答） 

職員構成や年齢構成に偏りがあることは認識しており、円滑な事業推進に向け、技 

術継承の観点からも、年齢構成等の偏りが改善できるよう、市長部局と協議しながら

進めていきたいと考えている。 

 

８  各課・係ごとに現在の業務量に応じた人員を配置すること。また、経営戦略の目標を

達成できる人員を配置すること。必要な場合は、増員すること。 

９  技術の継承、非常時の対応、他都市への応援ができる人員配置等をすること。 

 

（回答） 



 

 

本市水道事業では、将来にわたり安全・安心な水を安定かつ効率的に供給し続ける 

ため、昨年度末に策定した「明石市水道事業経営戦略」及び、その実行計画である「明

石市水道事業中期経営計画」に基づき、着実に経営の改善を図っていく所存である。 

また、全庁的に総職員数を減員し、総人件費の削減に取り組む厳しい状況の下、職 

員配置等の業務執行体制については、各課が分掌する事務の見直しや、直営ですべき

業務と民間委託を推進すべき業務を精査するほか、再任用職員、任期付職員の活用な

ど、総合的な見地から職員配置に努めていきたいと考えている。 

 なお、職員の増員が難しい中、職員の負担を軽減し、円滑に事業を推進していくた 

め、一層の民間委託の推進を図っていく考えである。 

 

10  災害時における職員の出動計画を実情に合わせて毎年作成し、職員に周知徹底す

ること。 

 

（回答） 

災害時における職員の参集等にかかる実情の確認については、危機管理職場リーダ 

ー会議（以下「リーダー会議」という。）を活用して取組み、部内周知に努めていき

たいと考えている。 

 

11  事前協議に関する協定に基づき、団体交渉事項については組合と協議すること。ま

た、地公労法に基づき、確認事項や妥結事項については文書による協約・協定を締結

すること。 

 

（回答） 

地方公営企業等の労働関係に関する法律第７条の規定により、管理及び運営に関す 

る事項を除いた労働条件に関することは、貴組合と十分協議を行っているところであ

る。 

また、交渉時の確認事項や妥結事項については、昨年６月から協議のうえ、締結し 

ているところである。 

 

12  災害時における危機管理体制の確立に努めること。とくに職員の出動基準、労働条

件や被災地への派遣など、労使合意を前提に進めること。 

 

（回答） 

危機管理に関する取組みとして、リーダー会議を設置し、「新型インフルエンザ対 

策危機管理計画」及び「明石市水道部危機管理計画」（以下「危機管理計画」という。）

を策定している。 

また、昨年度末には、危機管理計画を補完するものとして、「応急給水計画」及び 

「事業継続計画（ＢＣＰ）」を策定したところである。 

危機管理体制については、引き続き、リーダー会議を活用し、災害時の人員配置や 



 

 

各種計画の統合調整等について、より実態に即した計画となるよう検証しながら、体

制整備に努めていく考えである。 

また、被災地派遣については、被災地団体のニーズに合わせた支援体制に努めると 

ともに、派遣職員の人選にあたっては、本人及び所属等の意向も十分に踏まえながら、

進めているところである。 

 加えて、派遣にあたっては、旅費を含む勤務条件等について、派遣先との十分な調 

整を行うとともに、複数名の同時派遣や連絡体制の強化など、メンタルヘルス面も考 

慮した環境整備に努めているところである。 

 

13  企業職（２表）賃金については、企業職（１表）の賃金表と同一水準を堅持すること。 

 

（回答） 

技能労務職員の給与については、同種の民間事業者の従事者に比べ高額であるとの 

厳しい批判があるところであり、今後においては、国における同種の職種の給与や、

民間の同種の職種に従事する者との均衡にも留意し、市長部局と整合性を図りながら、

適正化していかなければならないと考えている。 

 

14  施設の改善（窓ガラスとその周辺・エアコンのダクトの清掃、ブラインドの清掃及び交

換等）をすること。被服等について組合と協議すること。 

 

（回答） 

 市長部局で一括管理している施設改善については、引き続き、市長部局との調整を 

踏まえ、改善に努めるとともに、ブラインドについては、清掃の予算を措置し、部独 

自に対応をしていきたいと考えている。 

また、被服貸与については、消防本部を除く他部局では統一を図っていることから、 

異動時の効率化を踏まえ、引き続き、統一した被服で進めていきたいと考えている。 

 なお、協議すべき事項については、十分協議していく考えである。 

 

15  受託業者にも労働安全衛生活動をするよう指導し、その活動での指摘事項のうち、事

業体が行う必要のある施設改善などについては予算措置を行い、改善すること。 

 

（回答） 

浄水場の夜間休日運転管理業務受託業者においては、市と同様に安全衛生体制を整 

備しており、浄水場の安全パトロールを実施しているところである。 

受託業者の労働安全衛生活動での指摘事項のうち、浄水課として行う必要がある施 

設改善などについては、予算措置を行い改善していきたいと考えている。 

 

 

 



 

 

16  上下水道の統合についての考え方を明らかにすること。 

 

（回答） 

昨年度より、下水道事業が企業会計を導入したところであり、導入後の状況をみな 

がら、あらためて統合についての方向性等を検討することになると考えている。 



 

 

【自治労明石市水道労働組合への回答】 

 

自治体ライフライン事業「災害時における危機管理体制の確立」 

に関する要求書に対する回答 

 

                        （平成 29 年 10 月 18 日） 

 

 

明石市水道事業では、危機管理に関する取組みとして、危機管理職場リーダー会議

（以下「リーダー会議」という。）を設置し、リーダー会議において、「新型インフル

エンザ対策危機管理計画」及び「明石市水道部危機管理計画」（以下「危機管理計画」

という。）を策定している。 

加えて、昨年度末には、危機管理計画を補完するものとして、「応急給水計画」及

び「事業継続計画（ＢＣＰ）」を策定したところである。 

引き続き、リーダー会議を活用し、災害時の人員配置や各種計画を統合調整し、よ

り実態に即した計画となるよう検証しながら、体制整備に努めていく考えである。 

なお、上記以外に、事故や災害時の部外関係機関との応援体制として、「兵庫県」、

「神戸市」とは相互応援協定を、「明石市管工事業協同組合」、「第一環境㈱」とは応

援給水等の協定を締結し、連携強化を図るとともに、新たな連携の構築による災害時

の体制整備の強化についても、適宜、検討し、災害等に関する体制強化に努めていく

考えである。 

平成２３年３月に発生した東日本大震災など、災害発生による水道施設への甚大な

被害等を踏まえ、これまで、平成２３年度からの１０年間の事業計画を定め策定した

「明石市水道事業経営計画」（以下「経営計画」という。）の中で、施設の耐震化推進

や管路の耐震化などを掲げ、取り組みを進めてきた。 

しかしながら、経営計画策定後、一定期間が経過し、水道事業を取り巻く状況の変

化もあることから、平成２６年度には、「水道事業の今後のあり方懇話会」を設置し、

平成２７年度には当該懇話会から提言を受け、平成２９年３月に、耐震化などの危機

管理に関する事項も含めた「水道事業経営戦略」や、当該戦略に伴う「水道事業中期

経営計画」を策定したところである。 

引き続き、これらの計画等に基づき、より強い危機管理体制の構築に努めていきた

いと考えている。 

 


